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2025 年 6 月 1 日 No. 202（毎月 1 日発行） 

「民間経済促進法」について 
2025 年 5 月 20 日より施行となった「中華人民共和国民間経済促進法（以下「同法」とする。同年 4 月 30

日公布）」は第 1 章から第 9 章、全 78 条項で構成されています。 
第 1 章総則では、国家の指導、支援のもと、平等な待遇、公正競争、平等な保護、共同発展の原則を堅持し、

民間経済の発展と成⾧を促進するとしています。 
第 2 章公正競争では、市場参入ネガティブリストの実施（同年 4 月 16 日公布即日施行）について言及したう

えで、すべての経済組織が平等に市場参入し、公正競争審査と定期的な評価を受けるものとし、国家の政策を合
法的かつ平等に適用することを保証しています。 

第 3 章投資・融資促進では、主要な国家戦略およびプロジェクト、官民パートナーシッププロジェクトへの「民間経
済組織（第 9 章附則より、中華人民共和国の領土内に合法的に設立され、中国公民が管理する営利法人、法
人化されていない組織、個々の工商業者、ならびに前述の組織統制または実際支配されている営利法人または法
人化されていない組織をいう。以下「組織」とする。）」の参加を支援するとし、投資を奨励するための主要なプロジェ
クトに関する情報を公開し、民間経済の主要分野への投資を指導するとしています。また、銀行金融機関と金融保
証機関が秩序ある方法でビジネス拡大を支援し、共同で組織に与信供与、与信管理、リスク管理、サービス料等に
おいて平等にサービスを提供するとしています。 

第 4 章科学イノベーションでは、国家は、組織が科学技術革新を促進し、新たな生産力を育成し、近代的な産
業システムを構築するために積極的な役割を果たすことを奨励し、支援するとしています。また、組織の知的財産権の
保護を強化し、知的財産権侵害に対する懲罰的損害賠償制度を実施し、商標、特許権、著作権の独占使用権
の侵害、企業秘密の侵害、偽造、混同などの違法行為を法律に従って調査および対処するとしています。 

第 5 章運用の標準化では、組織は、国民労働の全体的な状況に焦点を当て、経済発展、雇用拡大、人民生
活の改善、科学技術革新などの分野で積極的な役割を果たし、人々のより良い生活に対して増大するニーズを満た
すことに貢献しなければならないとし、組織内における工会、共産党員の政治的指導のもと、労働者の正当な権利と
利益と公共の利益を害してはならないとしています。また、国家は、組織の腐敗防止とガバナンスのための制度とメカニ
ズムの確立を推進し、組織が内部監査システムを確立し、完成させるよう支援・指導し、公正リスクの予防と管理を
強化し、組織が適法にコンプライアンスを遵守し、組織運営と管理のレベルを向上させることを奨励し、組織運営にお
ける法令違反などの問題を迅速に予防、発見、対処するとしています。 

第 6 章では国家機関及びその職員の組織に対するサービスの保障、第 7 章では組織の権益保護、第 8 章法的
責任、第 9 章附則と続きます。 

同法公布後の動向として、中国人民銀行より 5 月 7 日には政策金利と預金準備率の引き下げ、5 月 20 日に
は最優遇貸出金利の指標であるローンプライムレートの引き下げ（期間 5 年以上を 3.60％から 3.50％に、期間
1 年を 3.10％から 3.00％）が発表されました。 

また、国家発展改革委員会からは同法に関する説明の際、今年度の交通運輸やエネルギー、水利、新型インフラ、
都市インフラといった重点分野において、総投資額約 3 兆元（約 60 兆円相当）のプロジェクトを打ち出す計画だと
しています。 

今年度の全国人民代表大会においても経済成⾧率目標を５％前後と据え置きされていること、また、来年
2026 年度から開始される「第 15 次 5 カ年計画」の起草が今年開始されることから、中国市場への進出を検討して
いる企業だけでなく、既に進出している各企業においても中国中央政府、企業所在地の地方政府による政策動向
を注視する必要があります。 
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フェアコンサルティング中国 
（正緯企業管理諮詢（上海）有限公司） 
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上海総公司 
上海市黄浦区茂名南路 58 号 花園飯店（上海）601 室   
電話:+86-21-6473-5450 
担当:粟村（AWAMURA）日本国公認会計士 
      hi.awamura@faircongrp.com 
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担当:大浦（OURA） 
      da.oura@faircongrp.com 

広州分公司 
広州市天河区珠江新城花城大道 68 号环球都会广场 1710B 室 
電話:+86-20-8559-9936 
担当:米田（YONEDA） 
      ka.yoneda@faircongrp.com  

深セン分公司 
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